
別紙様式２号

１．推進事業（全取組共通）

事業費（要望額） 1,078,000円 （うち交付金 1,078,000円） 都道府県名 神奈川県

うち地域提案メニュー分 円 （うち交付金 円） 事業実施年度 平成20年度

現状と課題（※計画地区等における現状を踏まえて、課題を数値等も交えて具体的に記述すること。）

ポジティブリスト制が導入されて２年がたったことから農薬の適正な利用及び散布の記録に対する農業者の理解は進んでいる。

飛散防止対策についても取り組みは進んでいるが、大規模生産における周辺ほ場への飛散防止や少量多品目栽培及び施設の軟弱野菜栽培などでの対策はなお一層推進していく必要がある。

課題を解決するため対応方針（※上記の課題に対応させて記述すること。）

経営力の強化

都道府県における目標関係 備考

成果目標の具体的な実績

計画時（平成19年度） 実施後（平成20年度） 目標（平成20年度） 達成率

245% 増加目標 … 2,124経営-2,093経営＝31経営

増加実績 … 2,169経営-2,093経営＝76経営

増加実績/増加目標×100％＝76/31×100％≒245％

○地域提案メニューの内容

認定農業者の育成 2,093経営
（平成20年３月末）

担い手の育
成・確保

認定農業者等担い手育
成対策の推進

2,124経営
(平成21年３月末)

経営力の強化

目標を達成した

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

政策目標 取組名 成果目標の具体的な内容

飛散防止ネットや専用ノズルの使用など地域や作目、作型などの特性に即した農薬飛散防止に関する実証ほの設置を行うとともに、検討会や講習会の開催により、対策技術の普及をとおした経営力の強化を図
る。

国による点検評
価

2,169経営
(平成21年３月末)

事業実施後の状況

事業実施地区数 評価対象外地区数 評価対象地区数

（ア） （イ） （ア）－（イ）

1 0 1
新規認定農業者数が増加し、経営数は目標達成したことから事業の効果が認められる。

―

評価対象外の地区がある場合、

その代表的な理由

総合所見



（別紙様式２号別添）

別添２ 都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

交付金 都道府県費 市町村費 その他

経営力の強化
担い手の育
成・確保

－ 神奈川県
農薬飛散防
止普及活動
緊急支援

出荷停止日数
０日

技術検討会の開催、
現地実証ほの設置、
研修会の開催

出荷停止日数
０日

技術検討会14回開催、
現地実証ほ13か所設
置、研修会を37回開催
し、農薬飛散防止技術
の普及を図った。

防護ネット
等の実証ほ
の設置

1,078,000 1,078,000 100%
目標どおり達成
できた。

引き続き農薬飛
散防止技術の普
及により、担い
手の育成・確保
を支援したい。

合計 － － － － － － － － － － － －

目標達
成状況
Ｂ／Ａ

事業主体等によ
る評価結果

都道府県による
点検評価結果

（所見）取組名 成果目標（Ａ） 事業内容（計画）

計画策定時 事業実施後（目標年度）

事業費（円）
その他参考
となる事項成果目標に対

する成果実績
事業実績

負担区分（円）

政策目的 政策目標
市町村名（ま
たは地区名）

事業実施主体


